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研究成果の概要（和文）：本研究は、高レベル道路交通騒音に曝露される人口の推定法を確立することを目的とする。
そのために、藤本一壽（研究代表者）は道路に面する地域における住戸ごとの道路交通騒音の予測法を研究して新しい
予測法を提示した。平栗靖浩（研究分担者）は国勢調査などの入手可能なデータベースから住戸ごとの居住者数を精度
よく推定する独自の方法を考案した。
これらの研究成果を統合することで、高レベル道路交通騒音に長期間曝露されることの健康リスクについて研究するた
めの道路交通騒音曝露人口の推定法が達成された。

研究成果の概要（英文）：This study aims at establishing a method to estimate the number of population 
exposed by high level road traffic noise. To achieve it, Fujimoto, a representative of this study studied 
the prediction of the insertion loss of detached houses against road traffic noise and presented a new 
method to predict the noise level in each house at areas facing roads by combining ASJ RTN Model-2013. 
Hiraguri, co-researcher of this study, studied the estimation of the number of people dwelling in each 
house along roads and contrived a unique and original method using “Base Map Information”, “Digital 
National Land Information”, “Population Census”, “Housing and Land Survey”, and Google Maps 
Javascript APJ.
The integration of these research achievements enables us to estimate the number of population exposed by 
high level road traffic noise. The results of this study are useful for a study of health risk caused by 
noise.

研究分野： 建築環境工学
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１．研究開始当初の背景 
WHO は、1996 年の「Green Paper of the 
European Commission, Further Noise 
Policy, COM(96) 540 final. 1996.」において、
高いレベルの騒音に長期間曝露されること
が健康へ影響することを指摘し、“EU 全体で
8,000 万人以上の人々が著しいアノイアンス
が生じる騒音に曝されていると推定され、そ
の経済損失は 120 億ユーロ以上にのぼる”と
いう警告を発した。EU は、これに対処すべ
く、「DIRECTIVE 2002/49/EC」を発令し、
HARMONOISE や IMAGINE などの環境騒
音の予測手法の開発、開発した手法を用いた
大都市の環境騒音の把握（騒音マップの作
成）、騒音曝露人口の推定、騒音低減のため
のアクションプランの立案と実行、という大
規模なプロジェクトを精力的に推進し、環境
騒音の低減を図っている。2011 年 9 月に大
阪で開催された inter-noise 2011（国際騒音
制御工学会議）においても、プロジェクトの
経過と成果が多数報告されるとともに、アジ
ア諸国からも、EU のプロジェクトにならっ
た注目すべき取り組みが紹介された。 
日本は、狭い国土ゆえに幹線道路の沿道に多
数の住宅が立地しており、高レベルの道路交
通騒音に日常的に曝露されている国民は多
数にのぼると推測される。したがって、日本
も、高レベルの道路交通騒音に曝露されてい
る人口を正しく把握し、健康リスクの視点に
立った騒音対策に取り組まなければならな
い。 
 
２．研究の目的 
以上の観点から、本研究は、高レベルの道路
交通騒音に曝露されている人口の把握手法
を確立することを目的とした。この研究目的
を達成するには、第一に、道路に面する地域
における住宅ごとの道路交通騒音の予測法
を確立させること、そして第二に、国勢調査
などの入手可能なデータベースから、沿道の
住戸ごとの居住者数を精度よく推定する方
法を確立させること、が必要である。 
第一の研究「道路に面する地域における住宅
ごとの道路交通騒音の予測法の確立」では、
道路交通騒音の予測がベースとなる。わが国
では日本音響学会 ASJ RTN-Model 2008 が
道路交通騒音予測法のスタンダードとなっ
ており、住戸ごとの騒音予測には、このモデ
ルに示されている“建物・建物群背後におけ
る道路交通騒音予測法”が応用できる。これ
は藤本一壽（本研究代表者）らの研究成果に
よるものであるが、対象が直線道路に限られ
ているため、本研究目的を達成するには、直
線以外の道路にも適用できるように予測手
法を拡張する必要がある。本研究では、第一
の研究を[研究 1]とし、藤本が担当した。 
第二の研究「沿道の住戸ごとの居住者数の推
定法」は、国内外ともにほとんど行われてい
ない。今泉らは、近年整備が進んでいる数値
地図に着目し、国勢調査による人口データ、

市販の建物数値地図、都市計画法に基づく用
途地域指定図を組み合わせて居住者数を推
定するための基礎的検討を行っており、これ
が唯一の研究である。今泉らは、数値地図上
の建物名称と事前に構築した建物識別用デ
ータベースを活用することで、建物を居住系
建物と非居住系建物を判別し建物内の居住
者数を推定可能であるという知見を得てい
るが、用いるデータの制約から適用範囲が限
定されており、また手法の妥当性の検証も十
分ではない。そこで本研究では、より精度が
高く効率的な推定法について研究しようと
するものである。 
今泉ら[8]は、近年整備が進んでいる数値地図
に着目し、国勢調査による人口データ、市販
の建物数値地図、都市計画法に基づく用途地
域指定図を組み合わせて居住者数を推定す
るための基礎的検討を行っており、これが唯
一の研究である。今泉らは、数値地図上の建
物名称と事前に構築した建物識別用データ
ベースを活用することで、建物を居住系建物
と非居住系建物を判別し建物内の居住者数
を推定可能であるという知見を得ているが、
用いるデータの制約から適用範囲が限定さ
れており、また手法の妥当性の検証も十分で
はない。そこで本研究では、より精度が高く
効率的な推定法について研究しようとする
ものである。本研究では、第二の研究を[研
究 2]とし、平栗靖浩（研究分担者）が担当し
た。 
以上二つの研究成果を統合させることによ
って、高レベル道路交通騒音に曝露される人
口の推定法を確立することが本研究の目的
である。 
 
３．研究の方法 
[研究 1]（担当：藤本）は、「道路に面する地
域における住戸ごとの道路交通騒音レベル
の予測法の確立」が目的である。藤本は、こ
れまで、直線道路を対象にした場合の住戸ご
との道路交通騒音レベルの予測法を研究し
てきており、その研究成果はわが国の道路交
通騒音予測計算法のスタンダードとなって
いる ASJ RTN-Model 2008 に採用されるな
どの高い評価を受けている。本研究において
も、これまでの研究を継承して、模型実験に
よって建物群による騒音減衰量を求める方
法を踏襲した。模型実験は、半無響室に縮尺
1/20 の 100m×80m の市街地を想定し、そこ
に建物群を配置して、道路から 20m～50m の
様々な高さの点における騒音レベルを計測
するというものである。実験室は九州大学に
備わっている施設であり、実験に用いる音響
計測機器も、一部を除いて、これまでの研究
で使用してきたものを活用した。ただし、戸
建て住宅群の模型は新たに追加製作した。こ
のような実験装置を用いて、道路周辺の戸建
て住宅群の立地条件を様々に変化させて多
数の実験を行い、戸建て住宅群による道路交
通騒音減衰量の実験値を得た。実験は膨大と



なるので、多数の実験補助員を雇用した。得
られた膨大な実験結果を詳しく分析して、曲
線道路を対象にした建物群による道路交通
騒音減衰量の予測式を新たに構築した。さら
に、提案した予測式の検証のための模型実験
も行い、提案する予測式の予測精度、さらに
予測式が沿道における住戸ごとの騒音レベ
ルの予測に有効であることを検証した。 
[研究 2]（担当：平栗）は、沿道の住戸ごと
の居住者数を推定する方法について検討し
た。本研究で目指す居住者数推定手法は、(1) 
暴露人口の計算精度の面から高精度である
こと、(2) 公共団体等が公開している無償の
データのみを利用し、利用者による制約をな
くす（ユーザビリティを確保する）こと、を
満たすものとする。提案する居住者数推定手
法は、戸建／集合別の住居系・非住居系建物
の判別を行い、住居系と判別された建物に人
口を割り当てる。推定手法を構築するにあた
り、公共団体等が公開している様々なデータ
ベースを調査し、居住者数の推定に必要と思
われるデータが含まれているかどうかや、デ
ータの精度などを精査した結果、国土地理院
の基盤地図情報に含まれる建物外周線デー
タと国土政策局の国土数値情報に含まれる
施設データ及び用途地域データ、総務省統計
局の国勢調査データ及び住宅・土地統計調査
データ、Google Maps JavaScript API のプ
レイス検索を活用して構築する非住居系建
物データベースを採用することとした。住居
系建物の判別手順は 5 Step からなり、Step 1
では、建物データとして用いる建物外周線ポ
リゴンに関係付けられている建物種別の属
性値を参照し、「普通無壁舎」もしくは「堅
ろう無壁舎」の場合は非住居系建物とする。
Step 2 では、国土数値情報で公開されている
施設データを用い、施設ポイントを内包する
建物と施設ポリゴンに内包される建物を非
住居系建物とする。Step 3 では、住宅や学校、
病院等の建築が禁止されている「工業専用地
域」及び、主として工業用地として用いられ
る「工業地域」内に位置する全ての建物デー
タを非住居系建物とする。Step 4 では、
Google Maps JavaScript API のプレイス検
索を利用して、店舗や施設の位置情報を調べ
てデータベース化し、GIS 上で建物とオーバ
ーレイすることで非住居系建物を推定する。
最後に Step 5 として、住宅・土地統計調査よ
り、戸建て住宅、共同住宅、長屋建て住宅の
建て方別建築面積データを抽出し、その結果
を基に 40 m2以上 125 m2未満を戸建て住宅、
125 m2以上 500 m2未満を共同住宅、それ以
外を非住居系建物とすることとした。人口デ
ータには、平成 22 年度国勢調査の小地域集
計第 2 表を用いる。町丁・字毎に個別の住居
系建物に入居する世帯数，世帯当たりの平均
的な人口を算出し、各建物に居住者数を割り
当てる。世帯数は、戸建て住宅は 1 世帯、集
合住宅は建物面積を集合住宅の 1世帯あたり
の平均延べ床面積で除した値とする。なお、

平均延べ床面積は、住宅・土地統計調査から
算出した。以上の手順を地方政令都市である
岡山県岡山市、熊本県熊本市、静岡県浜松市
に対して適用し、ケーススタディを行った。 
 
４．研究成果 
[研究 1]（担当：藤本）では、研究期間の 3
年間に次のような 3 ステップで研究を行っ
た。 
まず初年度は、沿道に立地する戸建て住宅群
の高さを 10m（3 階建てと想定）として、騒
音予測点が地上 1.2m の場合の点音源モデル
に基づく道路交通騒音減衰量の予測式
F2012 を構築した。この予測式は、道路を走
行する 1 台の車両を点音源と想定し、点音源
から沿道の高さ 1.2m 点における道路交通騒
音の戸建て住宅群による減衰量LB を予測す
るものである。実験結果を多角的に分析し、
LB を、音源から騒音予測点に至る直接音成
分 Ed、反射音成分 Eref、1 次回折音成分 Edif1、
その他の成分 Edif2の和とした式で表現した。
そして、予測式と実験結果との比較から、
F2012 の予測精度は、LB では平均的に
1.9dB、複数の車両が走行したときの騒音予
測計算に必要なLbldgs（LB のエネルギー平
均値）では平均的に 1.2dB 程度であることを
示した。 
続く研究 2 年目では、前年度に提案した
F2012 を、沿道に立地する戸建て住宅群の高
さを 10m 以下（3 階建てまたは 2 階建てまた
は 1 階建てと想定）、騒音予測点が建物高さ
以下（地上 1.2m から 10m まで）の場合に適
用できるように拡張した。拡張式の導出のた
め、多数の実験条件で模型実験を実施し、得
られた膨大な実験結果を詳しく分析して
F2012 を拡張した式を提案した。拡張した
F2012 の予測精度は、LBで平均的に 1.6dB、
Lbldgsでは平均的に 1.6dB 程度となった。拡
張 F2012 を用いることで、直線道路だけでな
く曲線道路の沿道においても、3 階建てまで
の戸建て住宅群による道路交通騒音減衰量
を、建物高さ以下の点において予測できるよ
うになった。これにより、沿道に立地する住
戸ごとの道路交通騒音の予測が可能となっ
た。しかしながら、拡張 F2012 の計算に必要
なパラメータの算出は必ずしも簡単ではな
く、沿道における多数の住戸について住戸ご
との道路交通騒音を予測するには、建物群に
よる減衰量もそう少し簡易に求める方法が
必要であると考えられた。 
そこで、研究 3 年目では、拡張 F2012 の計算
の簡略化について研究した。拡張 F2012 の構
築のために行った実験結果を再検討したと
ころ、拡張 F2012 を構成する Ed、Eref、Edif1、
Edif2 の中で、Eref、Edif1 は他の 2 つに比べる
と、パラメータの算出が煩雑である反面、成
分自体は大きくないことが判明した。そこ
で、拡張 F2012 を構成する Ed、Eref、Edif1、
Edif2の中で、道路交通騒音の戸建て住宅群に
よる減衰量LB をそのまま計算した場合と



Ed、Edif2だけで計算した場合（F2012*と呼ぶ。
F2012*の式の係数は拡張F2012とは異なる）
を比較検討した。その結果、F2012*は F2012
よりもLBで平均 0.3dB、Lbldgsではほとん
ど差はないことが分かった。そこで、精度よ
りも寛敏さを重視して戸建て住宅群による
道路交通騒音減衰量LB を求めたい場合は、
F2012*を拡張 F2012 の代わりにしてもよい
と結論した。これにより、高レベルの道路交
通騒音に曝露される人口の推定に必要な“道
路に面する地域における住戸ごとの道路交
通騒音”が容易に予測できるようになり、日
本音響学会 ASJ RTN-Model 2013（ASJ 
RTN-Model 2008 の更新版）と併せて用いる
ことで、道路が曲線の場合においても、沿道
に立地する住戸ごとの道路交通騒音の予測
が可能となり、本研究の[目的 1]が達成され
た。 
[研究 2]（担当：平栗）では、各年に以下の
ような成果を得た。 
初年度は、道路交通騒音常時監視対象道路の
沿道 100mに立地する住居系建物に対する居
住者数推定アルゴリズムに関する基礎的検
討を行った。基盤地図情報と住宅・土地統計
調査、国土数値情報、国勢調査結果に含まれ
るデータを活用するものでる。本アルゴリズ
ムでは、道路交通騒音常時監視対象道路の近
接 1 列目に立地する建物群（1 列目）と、2
列目以降に立地する建物群（背後群）の別に
1 軒当たりの平均的な居住者数を推定するも
のである。政令指定都市の一例として、熊本
市と岡山市を対象にアルゴリズムの構築お
よびアルゴリズムを用いた居住者数の割り
当て試算を実施した。 
2 年度目は、対象騒音源が道路交通騒音に限
定されないようにするため、常時監視対象道
路の沿道 100m以内に立地する建物という限
定を排除し、市内全域の建物を推定する手法
に切り替えた。そこで、改めて推定手順を整
理し、研究方法で述べた推定手法のうち、
Google Maps Javascript APIを除く4ステッ
プの推定手法を提案し提案し、岡山市を対象
に居住者数の推定を試行した。その結果、戸
建て住宅は高精度に判別できることが明ら
かになったものの、集合住宅の判別に誤判定
が多く、課題があることが明らかになった。 
3 年度目は、集合住宅の判別精度改善を目的
に、2 年度目に提案した 4 ステップに加え、
新たな地理情報に Google Maps Javascript 
APIのプレイス検索を用いた施設情報データ
ベースの活用について検討した。プレイス検
索では、予め用意されているプレイスタイプ
の中から 58種類のプレイスタイプを採用し、
岡山市内に格子状に配置した191地点を対象
に検索を行ったところ、48,733 個の施設デー
タを得た。それらの施設データを GIS 上で建
物データとオーバーレイし、施設データを内
包する建物を非住居系建物とした。最後に、
5 ステップの判別精度を明らかにするため、
Google Street View を利用して実際の建物が

住居系か非住居系か調べた。調査対象とした
建物は、岡山市内の自動車常時監視対象道路
の沿道一列目に立地する 4,931 軒の建物とし
た。調査の結果、4,931 軒のうち 2,012 軒が
住居系建物、残りが非住居系建物であった。
各判別ステップにおける正答率を算出した
ところ、本研究で提案した手法の平均正答率
は約 70%であり、本判別手法がある程度の有
用性を持っていることが明らかになり、本研
究の当初の目的を達成できたと考えている。 
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